～農事組合法人設立の流れ～
① 事前準備   
・法人設立事前協議事項（別添資料）によって、設立・運営に係わる基本的事項を検討・整理します。事前準備が円滑な設立をする上で重要となります。
　　 　（発起人（3名以上）、事業内容、事業目論見書、定款、組合員、理事、監事、代表理事・理事の順位等の素案）
*監事の設置は任意ですが、健全な経営に向け設置することが望ましいです。
なお、監事は組合員以外でもかまいません。
      ・組合員になる人については、全員の合意形成が重要となります。
　　　　　　　
＊事前準備段階で、必要な事項は、ほとんど決めておき、また、設立登記直後の手続きも認識し、必要な書類等の最終案は作成するなど準備しておくことが望まれます。なお、②以降は事務手続となります。
（注）申請書類の住所の記載については、「－」等略称は、控え正式名称で記載することが望まれます。
ア．「設立同意書」の徴求
組合員になる人、全員から１枚ずつ徴求します。
  ② 発起人会（創立総会）の開催
      ・決議内容は、事業目論見書、定款の作成と役員（理事、監事）の選任、役員報酬限度額の設定等であり、議案書を作成します。
　　  
ア．終了後作成書類
          「発起人会（創立総会）議事録」、「事業目論見書」、「定款」、「役員選任決議書」（定款に役員記載の場合は不要）、「理事就任承諾書」、「監事就任承諾書」 *監事は置いても登記申請上、承諾書不要ですが、法人として徴求しておくことが望ましいです。
  ③ 理事会、監事会の開催
      ・理事会決議内容　
○代表理事１人の互選及び理事の順位　
*農協法上は組合長ではなく代表理事となります。
○個別理事ごとの役員報酬月額の決定　
*総会で決議された役員報酬限度額の範囲内となります。
*役員報酬月額決議は設立登記後でもかまいません。
ア．終了後作成書類   
 「理事会議事録」
・監事会決議内容　個別監事ごとの役員報酬月額の決定　
*考え方は、理事の場合に準じます。なお、組合員以外で監事に就任する場合は、従事分量配当の概念はありません。
イ．終了後作成書類   
 「監事会議事録」
  ④ 設立事務の引き渡し
      ・発起人から理事へ事務の引き継ぎを行います。  
*法的には書類不要です。
  ⑤ 代表理事１人の個人印鑑証明書を用意します。⇒ 市町村での発行となります。
　　　（農事組合法人としての法人実印の印鑑登録する際、代表理事個人の証明が必要です）
*個人印が法人登録印（法人実印）とはなりません。
  ⑥ 農事組合法人の印鑑作成
　　　・農事組合法人としての印鑑を作成します。
　　　ア．「農事組合法人○○代表理事之印」（登記時に印鑑届する法人実印用）丸印
イ．「農事組合法人○○代表理事之印」（JA貯金口座等銀行印用）　　　　丸印
ウ．「農事組合法人○○之印」　　　　（通常業務に使用）　　　　　　　角印
エ．「山口県○（市）郡○○町○○番地
農事組合法人○○
代表理事○○　○○　　　　　」（小切手用等）　　　　　ゴム印
*これには郵便番号、電話番号等は入れません。
オ．その他必要により（郵便番号、電話番号、FAX番号等含めた法人所在地、名称、
代表者名等入ったもの）　　　　　　　　　　  ゴム印
  ⑦ 出資金の払い込み
      ・組合員になる人全員から出資金の払い込みをしてもらいます。
ア．作成書類
「出資引受書」人数分、「出資金領収書」人数分
（登記用と出資者へ渡す分を２部用意します）
*出資引受書および出資証明書に印紙税は課されません。
  ⑧ 設立登記書類の作成               
　　　・上記①から⑦までで作成した書類も含め、設立登記関係書類を作成します。
ア．「設立登記申請書」　１枚
「登記用紙」　　所定様式（ＯＣＲ用紙又はＦＤ）
「定 　　 款」　　　１部
「出資引受書」　　人数分
「出資金領収書」　人数分
「役員選任決議書」　１枚（定款に役員記載の場合は不要）
「理事就任承諾書」人数分
「委　任　状」　　　１枚（司法書士に依頼する場合）
      イ．「印鑑届書」  　所定様式   　　　　　　　　　
「代表理事個人の印鑑証明書」１枚
          「印鑑カード交付申請書」所定様式
  *登記用書類は全て写しを組合で保管します。
  ⑨ 設立の登記申請（登記所へ）
      ・出資払込後２週間以内となっているので、速やかに行います。
  ⑩ 組合の登記簿謄本と法人としての印鑑証明書をとります。
      ・その後の諸官庁等の届出等に使用することとなります。
      　　登記簿謄本（５～６通程度）
      　　農事組合法人としての印鑑証明書（必要数）
  　　　　定款は、法人で保管する原本（発起人記名押印のもの）の写しで対応
　⑪ ＪＡへの加入等  
· ＪＡに法人としての貯金口座を開設します。（ＪＡの貯金手続きによります。）
提出書類については、登記簿謄本、印鑑証明書、本人確認書類が必要となります。
・ＪＡへ法人として加入し、ＪＡへ出資します。（ＪＡの加入手続きによります。）
　　　　＊１号法人は准組合員、２号法人及び１･２号法人は経営実態により正組合員又は准組合員として加入します。
⑫ 諸官庁への届出
      ・県知事     「農事組合法人設立届出書」提出　(窓口 山口県　団体指導室)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※萩市については、萩市役所
                     （添付書類）
                         「登記簿謄本（履歴事項全部証明書）」１通
                         「定款（写）」１通
                　       「事業目論見書」１通
                         「発起人会（創立総会）議事録謄本」１通
                         「役員の住所、氏名、性別、生年月日及び略歴を記載した書面」（役員名簿）１通
                         「組合員の住所、氏名、出資口数及び耕作面積又は農業従事日数を記載した書面」（組合員名簿）１通
・税務署     「法人設立届出書」
                     （添付書類）
                         「定款（写）」
                         「登記簿謄本」
                         「出資者の名簿」（株主等の名簿）
                         「事業目論見書」（設立趣意書）
                         「設立時の貸借対照表」
                    その他必要な書類
                         「青色申告の承認申請書」
                         「給与支払事務所等の開設届出書」                      　　　  　             「源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書兼
                         　納期の特例適用者に係る納期限の特例に関する届出書」
                         「たな卸資産の評価方法の届出書」
*最終仕入原価法選択なら不要です。
「減価償却資産の償却方法の届出書」
*定率法選択なら不要です。    
・県税事務所 「法人の設立届」
                     （添付書類）             
                         「定款（写）」       
                         「登記簿謄本」       
・市町税務担当課
「法人等の設立申告書」*市町によって様式異なります。
                     （添付書類） 
                         「定款（写）」
                         「登記簿謄本」
・市町農業委員会等 *農地を法人として買う、借りる場合は、所定の手続
き必要となります。
      ・市町農業担当課   *法人として、認定農業者となる場合
                         　「農業経営改善計画認定申請書」
　　　　　　　　
・　　　〃　　　　　＊特定農業法人に位置づけする場合
　　　　　　「特定農用地利用規程認定申請書」等
      ・社会保険関係省庁（社会保険、労働保険）
社会保険事務所（全国健康保険協会管掌健康保険）
社会保険事務所（厚生年金保険）
労働基準監督署（労災保険、就業規則等）
公共職業安定所（雇用保険、従業員募集等）
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